
第1回新型インフルエンザ (A/Hl Nl)対策総括会議

平成 22年 3月 31日 (水 )

13:00～ 16:00
九 段会館・真珠 (3階 )

議 事 次 第

開会

議題

(1)今般の新型インフルエンザ (A/HlNl)対策に係る経緯

と今後の課題について

閉会
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資料 1

今般の新型インフルエンザ
(A/HlNl)対策について

～対策の総括のために～

平成22年3月 31日

厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部

感染拡大のタイミングを可能な限り遅らせ、

その間に医療体制やワクチンの接種体制

の整備を図る。

感染のピークを可能な限り低く抑える。

国民生活や経済への影響を最小限にする。

基礎疾患を有する方々等を守る。

その結果、重症者、死亡者の数をできるだ

け最小限にする。

①

②

③

④

⑤



患者数の急激で大規模な増加を抑制・緩和
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※  厚生労働省 新型インフルエンザ入院サーベイランスによる週あたりの報告数 平成22年 3月 21日 時点
※※ 厚生労働省 感染症発生動向調査インフルエンザ定点医療機関における週あたりの外来患者報告数

年齢別推定患者数
平成21年28週～平成22年 11週

0～ 9歳 10～ 19歳 20～29歳 30～ 39歳 40～49歳 50～ 59歳 60～ 69歳 70歳£



2%〔 50‐59歳〕
1%(70歳‐

)

年齢別推定患者数 1%(60‐69歳 )

平成21年28週～平成22年 11週

■0～9歳

■10～ 19歳

■20～ 29歳

■30～ 39歳

■40～ 49歳

■50～59歳

60-69鍔撻

駐70歳～

―平成22年 3月 25日 時点で取りまとめ―
3月 17日 ～3月 23日 に

入院した患者

3月 23日までに入院した患
者の累計数※1

人数 人数×2

入院した患者数 15人 17640人

年齢
■葉|

1歳未満 0人 1      808人 |

1～4歳 6人 1      3575人 |

5～ 9歳 5人 1      7048人 |

10～ 14歳 0人 1      2545人 |

15～ 19歳 0人 1      555人 |

20～29歳 0人 1     443人 |

30～ 39歳 2人 1      40日
40～49歳 0人 1     406人 |

50～ 59歳 0人 |     ~483人 |

60～ 69歳 0人 1      474人 |

70-79膚置 1人 1      505人 |

80歳以上 1人 1      390川
性別

男性 11人 11052人

女性 4人 6588人

※17月 28日 時点で入院中の患者または7月 29日 以降に入院した患者の累計数(12月 21日 以降は、インフルエンザ様症状を呈する患者数を島計)

※2先週発表後における、自治体による前週以前のデータ修正を反映済み



―平成22年 3月 25日 時点で取りまとめ―
3月 17日 ～3月 23日 に 3月 23日 までに入院し

入院した患者数

基礎疾患を有する者筆※3(一部重相右り)

妊婦

慢性呼吸器疾患

慢性心疾患

慢性腎疾患

慢性肝疾患

神経疾患・神経筋疾患

血液疾患

糖尿病

疾患や治療に伴う免疫抑制状態

その他

急性脳症。人工呼吸器利用※4(一部重複有り)

急性脳症 (インフルエンザ脳症、ライ症候群等)

人工呼吸器の利用

入院中の集中治療室入室
患者の状態

入院中

退院 (転院を含む )

死 亡

不 明
代H性疾患 (穂尿窮等 )、 腎機能障害

845人

16425人

171人

199人
てIB告 されていたものを

「慢性暉吸
=疾

0、 ■尿窮、慢性腎疾患、疾患や治僚に伴う免疲抑‖状菫メこ再ふEI
※4入院中に一時期でも急性日壼に任●、人工呼吸日の利用、または■中治薇

=に
入
=し

たら者の数

0入 院患者の推移 (平成22年 3月 23日 までに入院した累計患者)

9人

6人

0人

0人

0基 礎疾患を有する者等の年齢別内訳 (平成22年3月 23日までに入院した累計患者)

年齢 :曲未満 1～ 4虫 5～ 0● 10～ 14■ 15～ 19■ 20～20J 30～ 30J 40～491 50～ 59■ 60～69■ 70～ 79J 80蔵以」 計

妊婦 5ス 27メ 37人 4人 73人

慢性呼吸署疾患 26人 586人 1792人 616人 123メ 83人 85人 90人 119人 131メ 161メ 102メ 3914人

慢性心疾患 14人 23人 42人 28人 4人 11人 8人 14人 33人 54ス 77以 93以 401A
慢性腎疾患 2人 13人 34人 18人 8人 8ス 8人 19人 44人 44人 46ス 27メ 271人

慢性肝疾患 3人 4人 1人 4人 6人 8人 19人 18人 19人 15以 97以

神経疾患。神経筋疾患 2人 20人 72人 40人 18人 18人 12人 19人 10人 22人 32人 23ス 288人

血液疾患 4人 12人 14人 14人 6人 4人 7人 15人 20ノk 20人 14人 7人 137人

精尿病 3人 2人 10人 5人 8人 22人 45メ 77′k 83人 88人 人Ｅ
υ

■
■ 388人

疾病や治療に伴う
免疲Im制状態 3人 9人 32人 16人 13人 5人 26人 19人 33人 47人 53人 31人 287人

その他の
基礎疾患 30以 176人 428人 207人 60人 66人 73人 91人 136人 108人 127人 99メ 1601人

計
― 蔀 ■ 着 ふ りヽ 70人 819人 ,nn,1 905人 223ス 212ス 241人 268人 376人 386人 420人 311メ 6563A

O急 性脳症及び人工呼吸器を利用した患者の年齢別内訳 (平成22年3月 23日 までに入院した累計患者)

年齢 1歳未満 1～ 4歳 5～ 9餞 10～ 14麟 15～ 19■ 20～ 29カ 20～ 39繊 40～ 49出 50～ 50蔵 60～ 69麟 70～ 79J 80餞以■ 計

叡性脳症1 9メ ‖4人 247メ 87メ 28メ 13ス 10メ 8ス 8ス 8メ 8メ 3メ 543人

人工呼吸器の利用 18メ 105人 234ス 66メ 18ス 28ス 37人 56メ 71人 53ス 51メ 24メ 761メ

集中治療室入室 25メ 155人 100メ 28メ 31ス 41メ 51メ 64人 54人 57メ 23メ 998メ

計 (―部重複あり) 33人 258人 648人 191人 53人 人ａ
υ

“
， 54ス 71ス 99人 80ノk 76人 37人 1646人

期間
!月 26日

以前
1月 27日

～2月 2日

2月 3日

～2月 9日

2月 10日

～2月 16日

2月 17日
′2月 23日

2月 24日

～3月 2日 卿３̈月９日卿̈
3月 17日
,3月 23日

計

16910メ 225ス 171メ 124メ 108メ 43メ 28メ 16メ 15メ 17640メ

うち基礎疾患を有する者 6277メ 95ス 73メ 38人 47メ 18メ 9メ 3メ 3ス 6563メ



死亡者の年齢別内訳 (平成22年3月 23日 時点)

年齢 1●未満 1～ 4● 5～ 9曲 10～ i4● 15～ 19崚 20～20歳 30～39繊 40～ 49燿 10～59● 60～69繊 70～ 70● 80崚以上 計
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季節性インフルエンザによる死亡者数
(平成18年 1月 ～12月 )

※ 死亡日で集計

今回の新型インフルエンザによる死亡者数
(平成21年8月 15日 ～平成22年 3月 25日 )
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従来の季節性インフルエンザでは、小児と高齢者に二峰性のビークが存在する。
一方、今回の新型インフルエンザでは、ほぼ全年齢に渡つて死亡者が存在する。
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各郁遭r・Jll::Jの 地方衛生鬱F究所からの分離/検出報riを 図に示した

1データほ現在週および過去の畑 :二爛って追加lが見込まれる)

国立感染症研究所 感染症情報センター
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諸外国の状況

(病原微生物検出情報 :2010年 3月 18日 現在報告数)

10202122232■ 23262'2は 211303132333r83530373839´ :〔,11・12・134415164■ ■■1030513253 1 2 3 ■ 5 8 7 3 9 1011

∬五 SIR



I   INumber of hospitalisations

―
RCGP iLl consuitation rate

Figure 10:Hospita:ised cases with confirrned pandenlic

{HlNl〕 2009 in■ uenza infection by wook of adnlission★ and
week:y CP:L:consu:tation rates
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定点あたり報告数 平成21～ 22年 週別発生状況
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資料 :感染症発生動向調査 (全国およそ5000の 定点医療機関 (小児科およそ3000、 内科およそ2000)からの報告 )
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※尚、各国の死亡数に関してはそれぞれ定義が異なり、一義的に比較対象とならないことに留意が必要。
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対策の経緯

水際対策による時間かせぎ(4月 から6月 )

地域での感染拡大防止による時間かせぎ
(5月 から6月 )

3医療体制の整備 (5月 から)

ワクチン供給 (7月 から)

普及・啓発 (4月 から)

１

　

２

４

　

５



○ 病原性の高い新型インフルエンザ(H5Nl)などを想定し

た「新型インフルエンザ対策行動計画」(平成1412月 )及び

「新型インフルエンザに関するガイドライン」(平成242月 )の

策定

内閣総理大臣を本部長とする対策本部を設置すること

を閣議決定。(平成19年 10月 )

抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄

訓練を4回実施。

新型インフルエンザについて、入院勧告等の措置ととも

に、停留等の水際対策を行うための感染症法等の改正

(平成20年 5月 )

2'

17年度

18年度

19年度

18年度～19年度
1,050万人分

20年度

21年度
21年度～23年度

1,330万人分

2,380万人分

28

○

Ｏ

Ｏ

Ｏ

当初 7.2万人分 1.6億円
補正 742.8万 人分 162億円

257万人分

補正 300万人分 72億円
予備費 300万人分 68億円

1,093万人分

補正 1,330万人分 347億円

1,150万人分

合 計 651億円 3,000万人分



当初 30万人分 9。 1億円
補正 30万人分 8.3億円

補正 75万人分 22億円

補正 133万人分 39億円

165万人分

18年度

19年度

20年度

21年度

・ 4月 23日

4月 24日

4月 25日

4月 28日

4月 29日

4月 30日

5月  1日

5月 8日
5月 13日

●
　
　
　
　
●
　
　
　
　
●

21年度～23年度
133万人分

78億円 300万人分 133万人分

米国内での豚由来A型インフルエンザウイルスの

ヒトヘの感染事例に関する情報の共有

厚生労働省から都道府県への情報提供

検疫強化、コールセンター設置

WHOがフェーズ4宣言、政府の新型インフル

エンザ対策本部で「基本的対処方針」策定

サーベイランスの通知 (症例定義)

WHOにおいてフェーズ5へ引き上げ

政府の新型インフルエンザ対策本部で「基本的

対処方針」改定

検疫における最初の患者捕捉 (成田空港)

新型インフルエンザ対策本部諮問委員会報告

(停留に関する報告)            30

●

　

　

　

●



・ 国民への

・ 水際対策の強化

パンデミリクワクチンの製造

国内発生に備えた準備

①保健医療関係者への情報提供

③国内サーベイランスの強化

④事業者への注意喚起

4月 29日 通知

○ 疑似症患者の定義

38℃以上の発熱又は急性呼吸器症状
かつ

患者等との接触歴又はまん延国の滞在歴
かつ

迅速診断キットでA型陽性、B型陰性

な釜癬
速診断キットでA型陰性であっても臨床的に強く疑う場合

○ 集団発生について

感染症と思われる患者の異常な集団発生を確認した場合の報告
について周知徹底

32



・ 4月 28日 策定のものに加え、国内発生に備えた措置を

ヽ
１
′

■
１

2)感染拡大防止措置

追加

・うがい、手洗い、不要不急の外出自粛、集会・スポーツ
大会等の自粛、事業者の不要不急の事業の縮小など

3)抗インフルエンザウイルス薬等の円滑な流通

4)医療従事者や初動対処要員等の保護

・有症者の有無に関わらず、北米3カ国(メじ□、アメリカ(本土)、

カナダ)来航の全便に対し、機内検疫を実施。         `
・検疫所への応援については、成田空港の場合、1日平均、医師約20名 、看護師約40名
口全入国者に健康カード配布
(健康管理、発症時の発熱相談センターヘの― 周知徹底)

<PCR検査>
口迅速診断キットで陽性等の場合に、PCR検査を実施
・結果判明まで有症者は医療機関にて待機
<隔離、停留、健康監視>
・患者の隔離、濃厚接触者の停留を実施
・北米3カ国からの全便laヽて、機内ですべての乗員口乗客に健康状憩質問票
を配布し、機内にて回収。

口回収した質問票記載の情報を基に、検疫所より、自治体に対し健康監視を依頼。
(北米3カ国全入国者を対象。)

的疫学調査

検疫の目的

「検疲の強化等により、できる限リウイルスの国内侵入の時期を遅らせることが重要である。
しかしながら、ウイルスの国内侵入を完全に防ぐことはほぼ不可能であるということを前提とし
て、その後の対策を策定することが必要である。」との行動計画の基本的考え方に従い、以下
の対応を実施した。

<検疫方法口健康カード>



・ 4月 24日 メキシコにおいて死亡者多数(WHO)
5月 8日 MMWR(CDC)

大多数の人は感染しても軽症、しかし、

健康な若年者や子どもの中で重症化や

死亡の報告があり、いくつかの特徴が

季節性インフルエンザと異なる。

5月 11日 WHO、 メキシコの合同調査結果発表
季節性より感染力は強い。推定致死率0.4%
でアジアインフルエンザと同等。

・ 5月 13日 専門家諮問委員会報告

臨床経過は季節性インフルエンザに類似。
ただし、基礎疾患を有する方を中心に一部
重篤化することに注意

・ 6月 2日 ニューヨーク市より臨床像の報告

入院患者341人のうち、82%が基礎疾患

を有していた。

・ 6月 12日 WHOがフェーズ6宣言。

Moderateと評価



<6月 19日 まで>

●
　
　
　
　

●

5月 16日 兵庫・大阪での最初の国内発生

5月 1日 の基本的対処方針を踏まえた

「確認事項」策定

5月 22日 政府の新型インフルエンザ対策本部で

「基本的対処方針」第2次改定

厚生労働省で「運用指針」策定

6月 12日 WHOにおいてフェーズ6へ引き上げ

6月 19日 厚生労働省で「運用指針」改定

(検疫については「運用指針」を踏まえ順次弾力化)

医療体制の整備

地域や職場での感染拡大防止、

積極的疫学調査、学校等の臨時休業

(集会、スポーツ大会等について一律の自粛は行わない)

水際対策

パンデミックワクチンの開発

事業者への注意喚起

２

　

３

４

　

５

　

６

1情報収集と国民への情報提供



1目標

①国民生活や経済への影響を最小限に抑えつつ
感染拡大を防ぐ

②基礎疾患を有する者等を守る

2措置

①情報収集と国民への情報提供

②地域や職場での感染拡大防止
(外出自粛:事業自粛は行わない)

③医療、検疫、学校等の関係は厚生労働省運用指針

感染の初期、患者発生岱剪胸働り、感染拡大防止に努めるべき地域
0発熱外来、発熱相談センター

・感染症法に基づく入院治療、積極的疫学調査

・抗インフルエンザウイルス薬の予防投与

・学校等の臨時休業

増加が見られ、重症化の防止に重点を置くべき地域
・一般医療機関での診療

・基礎疾患を有する者は入院、軽症者は自宅療養

・PCR検査に優先順位

・設置者等の判断による学校等の臨時休業

・機内検疫からブース検疫へ、停留から外出自粛ヘ



冬を迎える南半球での患者の増加

WHOが 6月 12日 にフェーズ6

国内発生患者数はその後も増加

・ 原因が特定できない散発事例の発生

運用指針の改定

地域をグループ分けせず、地域の実情に応じ
て対応

全数把握からクラスターサーベイランスの強
化へ (7月 24日 から実施)

全ての一般医療機関において診療

検疫時の隔離の中止

く6月 ～8月 中旬》
・改定運用指針に基づき対策を継続
・ワクチン確保等の準備を本格化
・患者数は着実に増加を続ける



5月 22日 ～6月 18日

<検疫方法・健康カード>
・北米3カ国 (メ→ コ、アメリカ(本土)、 カナダ)からの来航便に対し、検疫官が
機内に乗り込み「健康状態質問票」の記載の徹底等の呼びかけを実施。

・健康状態質問票の検疫ブースでの回収。

<隔離、停留、健康監視>
・濃厚接触者の停留を中止し、より慎重な健康監視を実施
・その他の同乗者の健康監視を中止。        

°

6月 19日 ～9月 30日

<検疫方法・健康カード>
・検疫ブースでの呼びかけ(健康状態質問票の回収の中止 )。

<PCR検査>
・同一旅程の集団から複数の有症者が認められた場合に実施。
<隔離、停留、健康監視>
・患者の隔離を中止。
口患者の同一旅程の者については、都道府県に情報提供。

10月 1日 以降
日入国者への注意喚起等 (基礎疾患を有する者等への受診勧奨)    43

新型インフルエンザ患者発生状況 n〓5038
法第12条の医師の届出(全数把握)
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平成21年 週別発生状況

定点あたり報告数
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フェーズ6宣言

45

資料 :感染症発生動向調査 (全国およそ5000医療機関 (4ヽ児科およそ3000、 内科およそ2∞0)か らの定点報告 )

0.29 0.24 0.20 0.16 0・ 21 0,22 0・ 28

・ 8月 15日 国内で最初の死亡報告

・ 8月 19日 流行入り宣言 (全国平均の定点報告数が1を
上回る(8月 10日 ～16日の週))

8月 28日 流行シナリオなど医療体制の通知

10月 1日 「新型インフルエンザ(A/HlNl)ワクチン接種
の基本方針」を策定(新型インフルエンザ対策本部)



発症率

入院率

重症化率

中位設定

20%

1.5%

0。 15%

ピーク時の外来患者数
76万人

新規の罹患者数
(左軸)

第 第 第 第 第 第 第
123456フ
週 週 週 週 週 週 週

※ 各都道府県において医療体制を確

保するための参考として示す仮定の

流行シナリオであり、実際の流行予測

を行つたものではない。

高位設定
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《課題》

1.重症患者数の増加に対応できる病床等の確保

2.重症患者の救命を最優先とする診療体制の充実

3.基礎疾患を有する者等の感染防止対策の強化

○ 罹患率や重症化率等を内容とする「新型インフルエンザの流行
シナリオ」の提供や、医療提供体制の確保・取扱に関する情報提
供を行い、都道府県の対応を支援

○ 都道府県、関係団体等に対し具体的な取り組みを要請



1:重症患者数の増加に対応できる病床等の確保
○ 都道府県における重症患者の発生数等について検討

(新型インフルエンザの流行シナリオを示し、地域別の推計方法を提示)

○ 都道府県における医療提供体制について確認
(外来医療体制、入院診療医療機関の病床数、人工呼吸器保有台数等)

○ 上記の状況を比較し、地域の実情に応じた対策を検討

○ 外来医療の確保

(電話相談事業の拡充、住民への啓発、診療時間延長など診療所との連携)

○ 入院医療の確保

(定員超過の取扱い明確化、受入体制の把握と調整、妊婦等の重症者の受入体制の把
握、県境を越えて搬送・受入を行う場合の調整)

○ 医療機関、医療従事者等への情報提供
(院内感染対策の徹底、新型インフルエンザ診療の考え方・症例集等)

●

　

　

　

●

3. る者等の感染防止対策の強化
○ 院内感染対策の徹底

(医療従事者向けガイドライン、基礎疾患を有する者等を対象とした手引きの作成) 19

7月 14日 :国内製造業者に対し、製造開始依頼

7月 末から9月 :意見交換会 (輸入、優先順位等)

9月 6日 :厚生労働省試案パブリックコメント

10月 1日 :「新型インフル平ンザ(A/HlNl)ワクチン接

種の基本方針」を策定

10月 6日 :海外メーカーと契約

10月 16日 :以降 意見交換会 (接種回数)

10月 19日 :接種開始 (医療従事者から順次)

12月 4日 :「新型インフルエンザ予防接種による健康被害

の救済に関する特別措置法」施行

1月 15日 :健康成人への接種開始

1月 20日 :輸入ワクチ拗 特例承認



※ ワクチンが順次供給されるため優先順位を決定

対象者 人数

優
先
接
種
対
象
者

①インフルエンザ患者の診療に直接従事する
医療従事者(救急隊員含む。)

約100万人

②
妊婦 約100万人

基礎疾患を有する者 約900万人

③l歳～小学校3年生に相当する年齢の小児 約1,000万人

④・1歳未満の小児の保護者
・優先接種対象者のうち、身体上の理由により
予防接種が受けられない者の保護者等

約200万人

そ

の
他

小学校4～ 6年生、中学生、高校生に相当する年齢の者 約 1,000万人

高齢者 (65歳以上)(基礎疾患を有する者を除く) 約2,100万人

約5,400万人

上記以外の者 (一般健康成人)に対する接種については、1月 29日 出荷分より接種開埼 1

(1月 15日 から都道府県の判断で前倒し可能 )

０

０

０

従来、国民の多くが新型インフルエンザに対する免疫を持っていないと想定していたこと等から、当初すべて2回接種
健康成人に対する臨床試験の中間結果等を踏まえ、10月 20日 に下IEのとおり見直し。
臨床結果の2回接種後の結果や諸外国の状況等を踏まえ、11月 11日 に下記のとおり見直し。

対象者
10月 20日 の見巨し
r10月 22日菫擦遭餡ヽ

11月 11日の見直し
(11月 17日菫 務 遭 鍋 ヽ

12月 16日 の見直し
(12月 16日

=務
連絡)

新型インフルエンザ患者の診療に直接
従事する医療従事者  (健康成人)

1回接種
※20代から50代の健康成人

IQl生

※19歳及び60代以上の健康成人について
名 1回憾

“

同 左

以下の者
当面、2回接種を前捉とする。今後、国
内データ、海外の知見等を収集臥 専門
家の意見を聴取しながら判断

1 1晟未満の手し児の保護者及び優先
:接種対象者のうち、身体的な理由
|に より予防接種が受けられない保

L電噛竜晉______― ―――――̈ ―――――̈ ―

1回騒種 :り 生

基礎疾患を有する者

1回機種。
著し<免疫反応が抑制されている者

は、個別に医師と相8炎の上、2回接種と
しても差し支えない。

同 左

65歳以上の高齢者 1回機種 同 左

妊婦

・健康成人の臨床試験の2回目の接種結
果 (11月 中旬日徐)

・妊婦を対象とした臨床試験の 1回目の
接種結果 (2農虫コ旦途)

を踏まえ判断する。

1回機種。
なお、12月 中旬に1回目の接種結果

が出される妊婦を対象とした臨床試験に
より検証を行う。

1 回接種。
(11月 11日の方針を維

持)

中学生、高校生に相当する年齢の
者 (13歳以上)

・健康成人の臨床試験の2回目の接種結
果 (11月中旬目途)
。中高生を対象とした臨床試験の 1回目
の機種結果 (12月 下旬目途)

を踏まえ判断する。

罰 菊 藤 :~~~~~~―

― ― ― ― ― ― ‐ ― ― ―

今後の中学生、高校生に相当する年
齢の者を対象とした臨床試験の 1回日の
機種結果等を踏まえ判断する。

1回接種。

13歳 夫 満 の 者 2回藉綺 ケ 左



○ 平成21年度末まで、国内産ワクチン5,400万回分鮭)程

度を確保するとともに、海外企業から9,900万回分鮭)程

度を確保見込み (平成22年 1月 20日 時点)。

■

回

・10月 19日 (月 )の週から順次接種開始
・第10回出荷(2月 15日 )分までに約3,900万回分鮭)を出荷
0年度内に約5,400万回分帷)を確保予定

・輸入ワクチンの確保のために必要な立法措置を実施
・1月 20日特例承認
0年度内に約9,900万回分鮭)を確保予定

(注 )回数は成人量換算

|(参考)国内産ワクチンの接種回数について(12月 16日 公表)     |
: ○「13歳未満の者」については、2回接種            |
1 0上記以外の者については、免疫機能の低下した基礎疾患を有する |
i  方を除き、1回接種                     531

0国が示している標準的接種スケジュールであり、地域によって異なる。

¨接種状況を踏まえ、前倒し可能 (1月 15日 )

小学校4～6年生に相当舜降齢の方

※実施要綱において、
「都道府県は、接種対象
者の接種状況等を勘案
し、次の接種対象者ヘ

の接種を開始する」こと
としている。

基礎疾患のある方(最優先)

イン■レエンザ患者の鰺療に直接従事するL療従事者

接
種
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

10月  i   ll月     :    12月



ワクチンの確保
接種の優先順位の設定
医療機関との契約締結

襲遭販売業者
販売業者

優先接種対象者等

ワクチン購入

原則、予約により
接種を実施

○費用負担については、実費を徴収。

接種費用 :合計  6,150円
1回 目 3,600円
2回 目 2,550円 (※ )

※ 1回 日と異なる医療機関で接種する場合は3600円
(基本的な健康状態等の確認が必要なため)

○所得の少ない世帯の負担軽減
・国としては、市町村民税非課税世帯
を軽減できる財源を措置 (国

4/2、 都道府県 4/4、 市町村 4/4)

・市町村は、これを踏まえ、軽減措置の内容を決定し、実施。



厚生労働大臣が行う新型インフルエンザ予防接種による健康被害の迅速な救済を図るとともに、
必要な海外生産分の輸入を行うため副作用被害等に関する企業への国の損失補償を行うために、
新たな立法措置を講ずる。

1.健康被害が生じた場合の救済措置の整備   |
○ 厚生労働大臣は、新型インフルエンザ予防接種において、当該予防接種を受けた者について、
健康被害が生じた場合の救済措置を講ずること。

O給 付の額等については、予防接種法の二類疾病の定期接種に係る給付に関する措置 (医薬品
医療機器総合機構法に基づく副作用救済給付と同様)を踏まえたものとすること。

2.輸入企業との契約内容への対応 (副作用被害等に関する企業への国の損失補償) |
O特 例承認を受けた新型インフルエンザワクチンの製造販売業者を相手方として、ワクチン使用
により生じた健康被害に係る損害を賠償すること等により当該製造販売業者に生じた損失等につ
いては、政府が補償することを約する契約を締結することができること。

3.施行期 日  |
12月 4日 (公布日施行)。 ただし、健康被害の救済措置に係る規定は、施行日前に新型インフルエ

ンザ予防接種を受けた者にも適用すること。

4.検討規定  ‐

政府は、厚生労働大臣が行う新型インフルエンザ予防接種の実施状況、新型インフルエンザ予防
接種の有効性及び安全性に関する調査研究の結果等を勘案し、将来発生が見込まれる新型インフ
ルエンザ等感染症に係る予防接種の在り方、当該予防接種に係る健康被害の救済措置の在り方等
について速やかに検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとすること。

外部からの指摘



<例>
全般

・対策全般についてやり過ぎだったのではないか

・対策の切り替えのタイミングが遅かつたのではないか (自 治体の対策切り替
えの追認ではなかつたか)

広報

・政府は対策の目的やウイルスの病原性について正確な情報を提供できてい
なかつたのではないか

・政府の広報 (大臣会見等)が国民の不安をあおつたのではないか

水際対策

・検疫に効果はあつたのか。単なるパフォーマンスであり、やり過ぎだつたので
はないか

・検疫を行つていたのは、日本だけではないか

公衆衛生対策

・大阪府、兵庫県下全域の学校の臨時休業はやり過ぎだったのではないか

<例 >
サーベイランス                  ‐

・海外滞在歴を症例定義に入れる等症例定義に問題があったのではないか(そ

のため、国内患者の発見が遅れたのではないか)

・全数把握はもつと早くやめるべきだったのではないか

医療
口「発熱外来」に発熱患者が押し寄せパンクするなど、「発熱外来」の設置や運営に
問題があったのではないか

ワクチン
ロワクチン輸入の検討が遅れたのではないか。量が不足しているのではないか。
・ワクチン行政を推進すべきではないか(接種の推進、対象の拡充、国内ワクチンメ
ーカーの育成、研究開発の推進等)

・ワクチン接種回数の変更が混乱を招いたのではないか

・10miバイアルは製造するべきでなかったのではないか

・ワクチンの優先順位などはある程度現場に任せ柔軟に対応すべきだったのでは
｀

ま い か 。



目標達成状況

対策の効果

諸外国との比較

施策の遂行上の課題

1。 感染拡大のタイミングを遅らせることはできた

か。

2口 感染のピークを可能な限り低く抑えることはで

きたか。

3.国民生活や経済への影響を最小限にすること

はできたか。

4。 基礎疾患を有する方々等を守ることはできたか。

5.重症者、死亡者の数をできるだけ最小限にする

１

２

３

４

ことはできたか。



新型インフルエンザ(A/HlNl)対策の経緯(案)
資料―カ

日付 主な出来事 水際対策 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

4月 23日 (木 )

υ じυし刀 本` 国 内 C豚 日 本 A型 イン ノル エ ンサ ワ イル ス の 人

の感染事例を報告。
O厚 生労働省内の健康危機管理調整会議で情報共有。

4月 24日 (金 )

O WHOがメキシコ、米国におけるインフルエンザ様疾患の発生
状況を公表。

4月 25日 (土 )

0情 報の収果と都道府県等や医療関係者に対する情報提供、
流行地に渡航される方々への注意喚起、流行地からの帰国され
る方への対応、電話相談窓口の設置等の対応を実施。

0検 疫所に:メキシヨ・米国におけるインフル
エンザ様疾患に対する検疫対応及び発生に関
する出国者等への注意喚起について」通知発
出。
(現段階では検疫感染症ではないが、検疫対
応を強化(協力要請)したもの)

4月 26日 (日 )

0弟 1回厚王
"働

百新型インフルエンサ対策本部幹事会を開
催し、状況を確認。

O検 疫所に「メキシコ・米国における豚インフ
ルエンザ(Hl Nl)に 対する検疫対応について」
通知発出。
(検疲感染症とはなつていないが、検疫対応を
強化(協力要請)したもの)

O自 治体に対し、通知「メキシコに渡航してい
た者を対象とした都道府県等による健康観察
の依頼」を発出し、メキショに渡航していた者を
対象として、検疫所と都道府県等が連携し、国
内で任意の健康観察を開始。

4月 27日 (月 )

○ 「豚インフルエンザ対策に関する関係閣僚会合」で当面の政
府対処方針申合せ

○ 国内のインフルエンザワクチン製造販売業
者4社に対して、医薬食品局長通知「豚由来イ
ンフルエンザ(Hl Nl)ワ クチン生産体制準備に
ついて」を発出し、新型インフルエンザワクチン
を製造する場合に備えて、生産体制の準備等
について協力を依頼。

4月 28日 (火 )

基本的対処方針

O WHOのフェーズ4宣言。
(継続的に人から人への感染がみられる
○ 内閣総理大臣を本部長とする新型イ
設置、第1回会合で「基本的対処方針」2
0メキシコ、アメリカ、カナダにおいて感
エンザ等感染症が発生したことを、厚生リ

=・
― |

○ 検疫所に「新型インフルエンザ (Hl Nl)に
対する検疫対応について」指示。(検疫感染症

盤 1態
蛋毬隠T輩ちコプ メリ奴 本∋ 功 ナ処

○ 電気・ガス・水道、食料品・生活必需品等の
事業者に対する供給体制の確認や注意喚起を
行うこととした。

国内サーベイランスの強化を行うこととした。
○ 発熱相談センターと発熱外来の設置の準備を
行うこととした。

○ ウイルス株を早急に入手し、パンデミックワ
クチンの製造に取り組むこととした。

状態になつたとした)

ンフルエンザ対策本部
に定。
染症法の新型インフル
タ働大臣が宣言。

4月 29日 (水 )

○検疫所に「新型インフルエンザ (豚インフルエ
ンザHl Nl)に 係る症例定義について」通知。

O「新型インフルエンザ (豚インフルエンザHlN
l)に係る症例定義について」通知発出。
(豚インフルエンザHlN¬ を新型インフルエンザ等
感染症として位置づけ、定義を定めたもの)

○ 国内発生に備え、関係者との情報共有や発熱
外来の設置など、医療体制の確保の方針につい
て、医療機関向けに事務連絡を発出。

4月 30日 (木 )

フェー ズ 5
O WHOフ ェーズ5:こ 弓l」ヒげ。
(地域単位の感染が2カ 国以上で起きており、大流行直前の兆
候があるとした)

○ 新型インフルエンザ対策本部幹事会を開催 (内 閣官房長官、
厚生労働大臣出席)

O成 田空港検疫所に防衛省から医師・看護
師等の応援が始まる。

5月 1日 (金 )

○ 新型インフルエンザ対1

針」改訂。
○ 新型インフルエンザ対
○ 第1回専門家諮問委F
「病原性・感染力等の評
策に関する評価」

基本的対処方針改訂
|

○ 国立感染症研究所からPCR検査用試薬
(プライマー・プロープ)の提供及びそれに伴う
検疫所での検査体制の立ち上げ。

O「基本的対処方針」こおいて、国内で患者が
発生した場合に、ウイルスの特徴や感染拡大の
恐れに応じて、弾力的、機動的に講じる措置とし
て、
・不要不急の外出自粛の要請
・時差出勤や自転車・徒歩等による通勤の要請
・集会、スポーツ大会等の開催自粛の要鯖
・必要に応じ、学校・保育施設等の臨時休業の
要請
・事業者に対し不要不急の事業の縮小の要請
等について言及。

○ 事務連絡にてまん延国の定義 (アメリカ、メキ
シコ、カナダ)

発熱相談センターと発熱外来の設置の準備

○ 基本的対処方針として、ウイルス株を早急
に入手し、検査法の確立、病原性等の解析及
びバンデミックワクチンの製造に取り組むことを
決定。

衰本部第2回会合で『基本的対処方

策本部専門家諮問委員会の設置
[会

固J「 基本的対処方針に基づく諸施

5月 2日 (」1)

O入 国管理局で健康カードを持つていない者
の確認(持つていない者は検疫に戻す)を法務
省に要請、5日より実施。

○ 国立感染症研究所から全国の地方衛生研究
所、検疫所等へのPCR検査用試薬 (プライマー・
プローブ)の配布、検査指針等の提供が完了し、
全国鶴値不の診断拾春依tlh膳築

5月 3日 (日 )

○ 抗インフルエンザウイルス薬の予防投与など
の新型インフルエンザの診療についての考え方を
とりまとめ、医療機関向けに事務連絡を発出。

5月 4日 (月 )

○ 「新型インフルエンザの診断検査のための栢
体送付について」(事務連絡)において、ウイルヌ
遺伝子検査 (PCR検 査)の精度を確認するため、
地方衛生研究所における検査と同時に、国立層
染症研究所に検体を搬送し、確定検査を行うこと
とした。



日付 主な出来事 水際対策 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

5月 6

5月 7日 (イξ)

O『「新型インフルエンザ (H¬ Nl)に係る検査

'マ
ニュアル」の送付について』通知発出。(検体

|の送付、検査の実施については当マニュアル
|を参考とする様連絡したもの。).0「

新型インフルエンザに対する検疫の強化
について(依頼)」 通知発出。(国土交通省航空
1局 あて、健康状態質問票等の検疫の強化への
1協 力要請したもの。).O検

疫所のみの検査結果での判定の確定を
開始。

5月 8日 (金 )

○ 通知「新型インフルエンザ対策における都
道府県等による健康監視について」を発出し、
新型インフルエンザがまん延している国又は地
域 (5月 7日 現在メキショ、アメリカ(本土)、 カナ
ダ)に渡航していた者について、検疫所と都道
府県等が連携し、国内で法に基づく健康監視
を行うこととした。

5月 9日 (土 )

検疫で初の捕捉
D検疫において最初の感染患者を確認
D第 2回厚生労働省新型インフルエンザ対策本部幹事会を開

〇 米国から成田へ8日 に到着した3名 につい
て、新型インフルエンザに感染していることを確
認。(隔離 :3名 、停留 :49名 )

O FI例定義及び届出様式の改定 (第¬回改定)

・届出時に、疲学的な要件について十分確認する
よう医療機関と保健所が相談することを明文化し
た。

5月 10日 (日 )
〇 成田での確定者4例 日(停留中の同行者
の1名 )

5 ‖ 日

12日

5月 13日 (7k)

0新 型インフルエンサ対策不部専門ス諮問委員会を報告し、
停留に関する報告の公表 (季節性インフルエンザと類似、基礎疾
患のある方が重篤化)

〇 第2回専門家諮問委員会開催「停留に関
する報告 J

停留期間及び健康監視等の期間を変更 (lo
日rOnか ら7日間に短縮 )_

○ 症例定義及び届出様式の改定(第 2回改定)

・感染可能期間を10日 間から7日 間に修正

5月 14日 (′く)

5月 15日 (1さ )

Ｏ

て
第3回専門家専門委員会「基本的対処方針の実施につい

5月 16日 (土 )

|~確認事項 IL里 内最初の患者確認
|

05月 9日 に新型インフルエンザと確定した3

名のうち1名 の隔離解除
〇 停留中の48名 のうち47名 の停留を解除。

O神 戸市に担当官を派遣
O中 学校及び高等学校の臨時休業に限り、
休校措置を兵庫県及び大阪府の全域で行っ
L

O国 内での患者発生に対応した発熱外来の設置
等の医療体制の整備,患者の発生した地域におけ
る感染防止策の実施

O当 面の措置として、ウイルスの病原性等の
解析及びパンデミックワクチンの開発に取り組
むことが確認。

O兵 庫県神戸市で国内最初の新型インフリレエンザ患者の発
生を確認。
O新 型インフルエンザ対策本部設置幹事会で、基本的対処方
針を踏まえて当面講ずべき措置の具体的内容を定めた「確認事
項Jを決定。
O第 4回専門家諮問委員会「基本的対処方針の実施につい
て」

5月 17日 (日 )

05月 9、 10日 に新型インフルエンザと確認さ
:れた計4名 のうち2名を隔離解除
○ 停留者1名 の停留を解除(停留者全員解除
となる)。

5月 18日 (月 )

○ 新型インフルエンザ対策本部第3回会合開催 ○ 地方衛生研究所で確定で判明した検査結果を
もって確定診断とすることとした。

5月 19日 (火 ) 05月 9日 に新型インフルエンザと確認された
3名 のうち最後の1名 を隔離解除。

05月 19日 までに神戸市において確定例となつ
た患者は43例となり、神戸市内における入院措置
も限界となつた。このため、同日、神戸市は全ての
医療機関で発熱患者を診療することとした。

05月 19日 にとりまとめられたWHO・ SAGE
(ワクチン諮問会議)の報告書においては、
・現段階では、Hl Nlワ クチンは1価が望ましい
・季節性インフルエンザワクチンの製造を継続
すべき
・Hl Nlワクチンの種株の製造業者への分与は
6月 、大規模な生産開始は7月 中旬以降になる
見通し
。ただちにHl Nlワクチンの商業ベースの生産に
ついて勧告を行うには時期尚早であること
などの方針が示された。

5月 20日 (水 )

○ 「インフルエンザ迅速診断キットにおいてA
型及びB型が陰性となった有症者の取り扱い
について」通知発出
(迅速診断キットにおいてA型及びB型が陰性
となつた有症者については、リーフレットを手交
するよう指示したもの。)

5月 21日 (木 )

0第 5回専門家諮問委員会「基本的対処方針の改定案等に
ついてJ

O米 国より成田へ到着した1名 の有症者が新
型インフルエンザと確認される。(検査結果は
22日判明。隔離 :1名 、停留 (22日 解除):11名 )



日付 主な出来事 水際対策 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

5月 22日 (fさ )

O新 型インフルエンザ
針J改訂。
Or医療の確保、検疲、学校・保育施設等の臨時休業の要請
等に関する運用指針Jを策定
(地域を大きく2つのグループに分け(感染拡大防止地域、重

症化防止 重点地域 )、 全国―律に対応するのではなく、地域の
実情に応じた対策を実施可能とした)

O「新型インフルエンザにかかる検疫対応に
ついて」通知発出(検疫対応を変更)

O「新型インフルエンザ対策における健康監
視の実施について(依頼)」 (隔離措置の継続。
停留措置の中止等の検疫体制の変更)

O新 たな方針において、原則として機内検疫
からブース検疫によることとし、検疫前の通報
において有症者がいる場合は、状況に応じ、機
内検疫を行うこととした。また、濃厚接触者につ
いては、停留を行わず、自宅で外出自粛等の
より慎重な健康監視とするとともに、患者の同
乗者及びまん延国への渡航者については、発
熱や急性呼吸器症状等を生じた場合、当該者
が保健所等に連絡するよう要請。

O学 校閉鎖について下記の様に変更。
【患者発生が少数である地域】
。「市区町村の一部又は全部、場合によっては
都道府県の全部での臨時休業」

【急速な患者数の増加が見られる地域】
・「当該学校・保育施設等について、その設置
者等の判断により臨時休業を行う。つまり、季節
性インフルエンザと同様の対応となる。」

O症 例定義及び届出様式の改定 (第 3回改定 )

。渡航歴。滞在歴をはずし、「疑うに足りる正当な
理由」(疫学的な関連等)に 、「感染が報告されて
いる地域 (国内外)への渡航歴・滞在歴」の要件を
含める。
Orインフルエンザ施設別発生状況に係る調査
について」(結核感染症課長通知)において、従来
行つていた休校調査について、感染状況を踏まえ
高等学校を対象施設に追加。

L思百 免 王 刀 少` 颯 で あ る理 項 】

・ インフルエンザ様症状が見られた場合には、ま
ずは、発熱相談センターに電譜で相談し、その後、
指示された発熱外来を受診するよう求めた。
・ 感染が確定した患者については入院措置とし、
その濃厚接触者に対しては抗インフルエンザウイ
ルス薬を予防投与するとともに、外出自粛への協
力を要請した。
【急速な患者数の増加が見られる地域】
。発熱外来の医療機関数を増やすとともに、対応
可能な一般の医療機関においても診療を行うこと
とした。感染が確定した患者については、原則とし
て自宅療養とするが、基礎疾患を有する者等につ
いては初期症状が軽微であつても優先して入院治
療を行うこととした。
・ 抗インフルエンザウイルス薬の予防投与は、同
居者のなかで基礎疾患を有する者等がいる場合
において行うこととした。

23日 (土 )

日

5月 26日 (火 )

WHOによるワクチン推奨株決定 :

O WHOは新型インフルエンザワクチン製造
株としてA/Ca‖fornla/7/2009(HlNl)vlke vレ us

を推奨。
5「 27日 (7K)

5月 28日 (木 )

OI新型インフルエンザにおける病原体サーベイ
ランスについて」を発出し、新型インフルエンザの
検査について、地域の状況に応じ可能な限り実施
するように依頼

5月 29日 (・ 3・ )

5月 30日 (」1)
Ｏ

着
オーストラリアからワクチン製造候補株到

5月 31日 (日 )

l日 (月 )

6月 2日 (火 )

Э

着

アメリカ(CDC)からワクチン製造候補株到

3日 (7k)

4日 木

5日

6月 8日 (月 )
0国 内メーカーに2種類のワクチン製造候補
株の分与

6月 9日 (■ )

6月 10日 (水 )

OI新型インフルエンザの早期探知等にかかる
サーベイランスについて(依頼)」「インフルエンザ
ウイルスにかかる病原体サーベイランスの強化と
調査について(依頼)」 事務連絡を発出し、以下に
対して新型インフルエンザのPCR検査を行うよう
依頼。
・同一集団内で続発して発生した患者
・インフルエンザで入院した患者
・病原体定点医療機関を受診したインフルエンザ
患者(季節性インフルエンザもあわせて検査)

6月 11日 (末 )

6月 12日 (金 )

フェー ズ 6
O WHOフェーズ6に引上げ
(感染状況について異なる複数の地域 (大陸)の国において地域
(コ ミュニティ)での持続的な感染が認められるとして、WHOフェー
ズ分類を6とし、世界的な蔓延状況にあると宣言した)

3日 (JL)

4日 日 )

6月 5日 (月 ) υ 勇 6回専 門 ヌ 語 問 委 員会 :運用 稲 針 の 見 直 しにつ い て :

6月 6 火 Э

一Э

第7回専門尿騒問委員会I運用指針の見直しについてJ

第8回専門家諮問委員会「運用指針の見直しについてJ6月 7日 水

6月 8日 末



日付 主な出来事 水際対策 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

6月 19日 (金 )

O検 疲については患者の隔離等の強制措置
から全入国者に対する注意喚起を中心とする
対応に移行(隔離措置、質問票回収の中止。
同一旅程の集団から複数の有症者が認められ
た場合のみPCRを実施)

O学 校の臨時休業について下記の様に変更し
た。
・「都道府県等は、当該学校・保育施設等の設
置者等に対し、必要に応じ臨時休業を要請す
る。
なお、感染拡大防止のため特に必要であると判
断した場合、都道府県等は、患者が発生してい
ない学校・保育施設等を含めた広域での臨時休
業の要請を行うことは可能」
○ 基礎疾患を有する者等への感染防止策を
強化

患者の一律の入院措置を中止

全ての医療機関で診療

O WHOの 方針や専門家諮問委員会の意見
を踏まえ、6月 19日 に、季節性インフルエンザ
ワクチンから新型インフルエンザワクチンヘ製
造を切り替える製造方針を決定した。
・季節性インフルエンザワクチンの生産量を昨
年度製造実績の8割とする。
・7月 中旬以降各メーカーにおいて順次HlN¬
ワクチンの製造を開始。

感染拡大防止から重

症化予防重視に体制

を変更

運用指針改定
○ 原則として全ての一般医療機関において診療
を行うこととした。
O入 院措置については実施せず、軽症者は原則
として自宅療養とするが、重症患者については、感
染症指定医療機関以外の一般入院医療機関にお
いても入院を受け入れることとした。
O患 者の濃厚接触者に対しては、外出自粛など
感染拡大防止行動の重要性をよく説明し協力を求
めるとともに、一定期間に発熱等の症状が出現し
た場合、保健所への連絡を要請した。
O抗 インフルエンザウイルス薬の予防投与につ
いては、基礎疾患を有する者等で感染を強く疑わ
れる場合に医師の判断により行うこととした。

0「医療の確保、検疫、学校・保育
等に関する運用指針Jの改定
・秋冬に向け、国内での患者数の大
定し、朴会的澤謝弁轟J、 ロルするf― J

・原則自宅療養、重症患者のためC
(地域のグループ分けは廃止 )

施設等の臨時休業の要請

幅な増加が起こることも想
らの体制整備に重点シフト

病床確保

6月 20日 (土〕

6月 21日 (日 〕

6月 22日 (月

6月 23日 (火」

6月 24日 (水 )

6月 25日 (,モ )

O運 用指針を踏まえ、「新型インフルエンザの
国内発生時における積極的疫学調査について」
において、すべての患者からクラスターを中心と
した疫学調査や、これまでの知見を踏まえたPP
E(サージカルマスク等)へ変更

0運 用指針を踏まえ、「今後のサーベイランス

体制について」(事務連絡)を発出、クラスター
サーベイランス、インフルエンザ様疾患発生報告、
ウイルスサーベイランス、インフルエンザ入院サー
ベイランス、インフルエンザサーベイランスについ
て考え方及び実施の方法を提示。クラスターサー
ベイランスにおいては、学校、社会福祉施設から
保健所へ発生の連絡を依頼。これにより、6月 10日

発出事務連絡は、廃止。

6月 26日 (金 )

Oワ クチンの国内生産量の試算を発表
・季節性と同等の増殖性と仮定した場合、12
月末までに5,080万 ドーズ(lmレ

・ヽ
イアル2.54

0万本 )

6月 27日 (土 )

6月 28日 (日 )

6月 29日 (月 )

6月 30日 (火 )

7月 1日 (7K)

7月 2日 (木 )

7月 3日 (金 )

7月 4日 (土 )

7月 5日 (日 )

7月 6日 (月 )

我が国におけるワクチン株決定

○ 「平成21年度新型インフルエンザA(HlNl)
ウイルスに対するワクチン製造株の決定につ
いて(通知 )」 が発出され、関係団体等に対し
て、製造株「∧/カリフォルニア/7/2009(HlNl)
pdm(X-179A)」 の通知が行われた。

7月 7日 (火 )

7月 8日 (水 )

7月 9日 (木 )



日付 主な出来事 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

7月 10日 (金 )

0舛 添大臣が記者会見で輸入を検討する旨の発言
「仮に高齢者を接種対象者とした場合5300万 人程度。年明け3月 頃までには国内分で3.

000万人分くらい最終的には製造できるようになるだろうから、残り2,000万人分くらい海外
から輸入できればと思つている。いずれにせよ専門家に聞きながら。」

日 (十
1,日 rn

7月 13日 (月 )

O WHO・ SAGE(ワクチン諮問会議)は 、全ての国は基本的な医療基盤を確保するため、
第一優先として医療従事者に接種するべきであるとの勧告を行つたが、優先接種対象者に
ついては対象グループを示すに留まった。

7月 14日 (火 )

O「新型インフルエンザA(Hl Nl)ワ クチンの生産開始について(依頼)Jにより、製造販売業
者4社に対し、生産体制が整い次第、速やかに新型インフルエンザワクチンの生産を開始す
るよう依頼。

1

1

目

日
区
味

7 17日 〔令

7 1 Π r‐ト

7 1 日 咀
爾7 20日

7 ,1日 (l■r

7月 22日 (水 )

O症 例定義及び届出様式の改定 (第4回改
定)

これにより、これまでの通知および、症例定義
に関わる事務連絡を全て廃止。集団発生の把
握。積極的疫学調査の把握について提示。

,RΠ
`メ

t

7月 24日 (金 )

1全数把握中止
|

O「新型インフルエンザ(A/HlNl)に 係る今
後のサーベイランス体制について」を発出し、
6月 10日 事務連絡を廃止。全数把握の中止に
あわせ、従前のクラスターサーベイランス等を
継続するとともに、より迅速な情報収集や対応
が必要となる場合 (大規模な集団発生や重篤
な入院患者等)について事務局への速やかな
連絡や、iNESIDの 活用について依頼。その他、
地域の発生状況や検査体制に応じたウイルス
検査の実施するよう依頼。(クラスターサーベイ
ランスにて集団発生を、インフルエンザ入院
サーベイランスにて入院患者を、PCR検査を
実施するよう依頼 )

7

7

7月 30日 (木 )

0意見交換会を開催【非公開】
・ワクチンの量が限られる中、優先接種対象者を決めることには合意されたが、対象者につ
′ヽては様々な意見があつた。
・輸入については、危機管理のために輸入する必要がある、という意見がある一方で、接種
対象者の議論をする前に緊急で輸入する必要性や安全性を懸念する意見があつた。

7

1 J

,日

8月 3日 (月 )

○ 第9回専門回諮問委員会「新型インフルエンザワクチンの確
保について」

0第 9回専門家諮問委員会爾催【非公開】
・接種対象者については、医療従事者や妊婦、基礎疾患を有する者、小児などへの接種の
必要性が言及された。
・輸入については、更なる情報収集・提供したうえで、必要性を検討する方針が示された。

8 4 (lA・

8 (フk
6 El

`ブ

に

8 (f
9 ヨ (R

1

8月 15日 (土 )

国内最初の死亡者を確認
。その後も、基礎疾患を有する者の死亡や小児の脳症や肺炎に
よる重症例が、流行が拡大している地域を中心に報告されるよう
になつた。

O死 亡事例については、当初、ウイルスの遺
伝子変異等の異常がないか、国立感染症研究
所において遺伝子配列の確認作業等を行い、
明らかな異常がないことを確認した。

8 16日 日

8 17日 |

18日 賞



日付 主な出来事 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

8月 19日 (水 )
L梶嚢悪ξ:編要嘉嘉J定点医療機関あたりの患者数の全国
平均が169。

O新 型インフルエンザの流行入りを宣言。

O「新型インフルエンザ(A/HlNl)の 流行入り
を迎えるに当たつて」通知。

8月 20日 (木

O意 見交換会を開催【公開】
・接種対象者については、接種目的を明確にすべき、との意見があり、「重症化予防・死亡
数の減少を目的とすべき」、という意見が大勢を占めた。しかし、具体的な対象者について
は、様々な意見力くあつた。(医療従事者、妊婦、基礎疾患患者、小児、健康な若年層、リスク
保有者の家族等)

・輸入については、途上国への寄付や安全性の担保、感染の拡がりや重篤度に応じて対
応すべき、との意見があつた。

8月 21日 (金 )

O各 衛生主管部局にむけて、「新型インフル
エンザ(A/HlNl)に 関する学校・保育施設等の
関係者との連携の強化について(依頼 )」 が発
出され、各学校機関との連携を図り、適切な助
言を行うよう通知。

8月 ,,日
R日 ,

8H24

8月 25日 (火 )

O:新型インフルエンザ(A/HlNl)に 係る今後
のサーベイランス体制について」を発出し、7月
24日 事務連絡を廃止。感染症法第12条 による
医師の届出を不要とした。さらに、インフルエン
ザ様疾患患者の集団発生にPCR検査の実施
は不要であるが、7日 以内2名 以上の患者が確
認された場合の報告は継続することとした。(イ

ンフルエンザ入院サーベイランスにおいて、入
院患者については引き続き、保健所が把握し、
PCR検査を依頼。)

8月 26日 (7K)
○ 厚生労働大臣と関係者の間で公開の意見交換会を開催。【公開】
・接種費用や補償の問題等について、法改正を含めて検討する必要性についても言及。

8月 27日 (木 )

O意 見交換会を開催【公開】
・ワクチン機種の目的として、重症化防止や死亡数を減少することや、ワクチンの量が限ら
れる場合、優先接種対象者を決めることについて合意。
・輸入ワクチンについては、現時点で緊急性や必要性があるかということや、安全性・有効
性の面で疑間視する意見が多数を占めた。一方、国内産ワクチンだけでは高齢者を含めた
場合、優先接種対象者をカバーすることができないという懸念もあげられた。

8月 28日 (金 )

○ 「新型インフルエンザの流行シナリオ」を公
表
○ 各都道府県に対して、①入院診療を行う医
療機関の病床数等の確認・報告、②地域の実
情に応じて必要な医療提供体制の確保対策の
実施 などを要請。
O事 務連絡「新型インフルエンザ患者数の増
加に向けた医療提供体制の確保等について」
を発出。
O入 院診療を行う医療機関の病床数等につ
いて確認及び報告を求めるとともに、受け入れ
医療機関の確保や重症患者の受け入れ調整
機能の確保等、地域の実情に応じて必要な医
療提供体制の確保対策等を講じるよう求めた。
O医 療機関に対し、「新型インフルエンザ
(A/Hl Nl)診 療の基本的考え方」(厚生労働省
研究班 (主任研究者 工藤宏―郎、分担研究者
川名明彦)が作成)を示した。

RFヨ ,9日 十

R目

8月 31日 (月 )

○ 意見交換会を開催【り1公開・要旨公開】
・輸入ワクチンについては、免疫賦活剤が使用されていること、投与経路が日本と異なる筋
肉内注射であること、ノバルティス社製品についてはその時点で他国での使用実績がない
MDCK細胞を利用していることなどから、輸入ワクチンに関する積極的な情報開示、安全確
保対策が求められた。

9月 1日 r lAr

9月 2日 (水 )

O意 見交換会を開催【J卜公開・要旨公開】
・国内産ワクチンのみでは優先機種対象者への接種がカバーできないことから、輸入につ
いても可能な限り情報提供すること、安全性に疑義があつた場合使用を中止する、等を条件
に、輸入が容認された。

・10mLバイアル製剤を製造すれば生産効率が向上することから、lmLバイアル製剤では
なくできる限り10mレ イヾアル製剤で製造することも提案された。

9日 nΠ 末



日付 主な出来事 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

9月 4日 (金 )

O意 見交換会を開催。【非公開・議論の結果を記者会見で公表】
・ワクチンの接種順位や輸入の方針に関する基本方針案「新型インフルエンザ(A/HlNl)ワ
クチンの機種について(素案)」 を作成。パブリックコメントを実施する旨の確認。

O厚 生労働大臣が閣議後会見において、国内産、輸入あわせて6千万人分から7千万人
分確保したい旨を表明。

9 Flら 日 ff

9月 6日 (日 )

○ ワクチン接種の基本的な考え方をパブリックコメントを実施
(9月 6日 ～13日 )

Oワ クチンの接種順位や輸入の方針に関する基本方針案「新型インフルエンザ(A/HlNl)
ワクチンの接種について(素案)」 を作成し、パブリックコメントを実施(9月 6日 ～13日 )。

→約
3000人 (4,000件)の意見があつた。

目

9月 8日 (火 ) Э 新型インフルエンザ対策担当課長会議

○ 新型インフルエンザ対策担当課長会議に
おいて、沖縄県の感染症担当者より「新型イン
フルエンザに関する沖縄県の現状と対策につ
いて」と題し、沖縄県の取り組みについて報告。

O新型インフルエンザ対策担当課長会議で機種事業の説明。①事業の目的、②事業実施
主体の役割、③接種の優先順位、④医療機関の選定、⑤接種方法、⑥ワクチンの配分と円
滑な流通の確保、⑦費用負担、③機種の安全性の確認と健康被害の補償、⑨広報等

9月 9日 (水 )
O意 見交換会を開催【公開】
・パブリックコメント中の素案について説明。

9日 10日 fブに

9月 11日 (金 )

O WHOか ら、学校閉鎖及び学級閉鎖につい
て社会福祉的問題を考慮する必要があること
などの報告。

O意 見交換会を開催【公開】
・パブリックコメント中の素案について説明。

1 (十

18日 (日

9月 14日 (月 )
Э ワクチン価格を決定、公表
・価格を統一し、流通管理する旨の通知を発出。

9月 18日 (金 )

○ 事務連絡を発出し、新型インフルエンザ耐
性ウイルスの確認検査にかかる実施要領、抗
血清キットの送付を受け、ウイルスサーベイラ
ンスの一層の体制整備を依頼。

O厚生労働科学特別研究「秋以降の新型イン
フルエンザ流行における医療体制・抗インフル
エンザウイルス薬の効果などに関する研究」
(主任研究者 工藤宏―郎、分担研究者 りll名

明彦)により、人工呼吸管理を要した症例や脳
症症例等、6例を紹介する症例集の報告。

Э意見交換会を開催【公開】
・パブリックコメントの案に対する基本方針を検討。
・基礎疾患の定義、新型と季節性のインフルエンザワクチンの同時接種についての方針を
険討。

19日 l

型
２‐
万

馴

副

■

エ
r

9月 24日 (ライく)
Э「学校・保育施設等の臨時休業の要請等に
関する基本的考え方について」を発出。

U思 見 父 理 芸 開 催 【公 開 』

・平成22年 3月 までに約2,700万人分の国内産ワクチンが利用可能となると考えられる旨、製
造株の増殖性、実際の機種状況及びlmLバイアルと10mLバイアルの製造比率の調整等か
ら出荷量が変更される可能性がある旨、事務局から提示し、国産ワクチンの確保の方針が
了解された。

26日
,7日
,8日

9月 30日 (水 )

O第 10回専門家諮問委員会「基本的対処方針について」「新
型インフルエンザ (A/HlNl)ワ クチン機種の基本方針につい
てrJ

10月 1日 (木 )

基本的対象方針改訂 新型インフルエンザ

(A/HlNl)ワ クチン接種

の基本方針策定

「新型インフルエンザ(A/HlNl)ワ クチン接種の基本方針」
定
「基本的対処方針」改訂
「医療の確保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請
に関する運用指針 (二訂版)」 を改定。

〇 以下の考え方について示した。
・ 慢性疾患等を有する定期受診患者につい
ては、感染機会を減らすため長期処方を行うこ
とや、発症時には電話による診療でファクシミリ
等による抗インフルエンザウイルス薬等の処方
ができること。
・ 夜間や休日の外来患者の急激な増加に備

えて、都道府県等は、地域医師会と連携して、
救急医療機関の診療を支援する等の協力体制
についてあらかじめ調整すること。
・ 患者数が増加し医療機関での対応が困難
な状況が予測される場合には、公共施設等の
医療機関以外の場所に外来を設置する必要性
について、都道府県等が地域の特性に応じて
検討すること。
・ 重症者の受け入れ体制の整備のため、都
道府県等は、入院診療を行う医療機関の病床
数及び稼働状況、人工呼吸器保有台数及び稼
働状況並びにこれらの実施ができる人員数な
どについて確認し、必要に応じて患者の受け入
れ調整等を行うこと。特に、透析患者、小児、
妊婦等の重症者の搬送・受け入れ体制につい
て整備すること。

○「新型インフルエンザ(A/HlNl)ワ クチン接種の基本方針」を策定(新型インフルエンザ対
策本部において決定)

・死亡者や重症者の発生をできる限り減らすこと及びそのために必要な医療を確保すること
という目的に照らし、ワクチンの確保・接種に向けた対策を実施。
・国がワクチンを確保するとともに優先順位を設定し、委託医療機関で機種を行うなど、地
方自治体との役割分担のもと国が主体となつて事業を実施
・機種対象者に順次必要なワクチンを供給できるようにするため、国内産ワクチン2,700万 人
分、輸入ワクチン5,000万人分程度(2回接種)を購入
・ワクチンを輸入することを踏まえ、必要な立法措置を講じること
・接種回数については、「当面、2回接種を前提として取り組み、国内における臨床試験の
結果等を踏まえ、見直す可能性がある」としていた。



日付 主な出来事 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

10月 2日 (金 ) 0新型インフルエンザ対策担当課長会議を開催
0「新型インフルエンザ(A/HlNl)ワ クチンの接種について」を厚生労働省から公表。
O新 型インフルエンザ対策担当課長会議で、優先接種対象者、接種スケジュール、基礎疾
患を有する者の定義、接種費用、製造・流通並びに広報及び相談等事業の詳細を説明。

10 日 日 十

10 日

10 目

10 月 6日 l■r

10月 7日 水

10月 8日 (木 )

O「新型インフルエンザ (A/Hl Nl)に係る今後
のサーベイランス体制について(改訂版)」 を発
出。インフルエンザ様疾患患者の集団発生に
PCR検査の実施は不要であるが、医療機関・

社会福祉施設において、7日 以内10名 以上の
患者が確認された場合とし、電話で速やかな
連絡を行う事象を死亡および薬剤耐性等の公
衆衛生的上、迅速な情報収集や対応が必要と
思われる場合とした。

10月 9日 (金 )

0国 内産ワクチンが初めて出荷されたことを踏まえ、各都道府県の新型インフルエンザワう
チン担当部局に対して、国内産ワクチンの初出荷等についての事務連絡を発出。
・10mLバイアル製剤の各受託医療機関への供給にあたって、原則として、集団的な接種
を行う医療機関、規模の大きな医療機関等へ供給し、lmLバイアル製剤については、個人
病院等で1日 の接種者数が少ないことが予想される医療機関へ供給するよう留意することと
した。(各 回出荷の事務連絡において、継続的に注意喚起をおこなつた。)

10 10日
日

1,日

13日 (りに 0奨 施 妥 潤 及 ひ 晏 領 を 発 出
10 (7K

15日 (末

10月 16日 (金 )

○ 意見交換会開催【公開】
・国産ワクチンの健康成人への1回接種後の結果について議論。
・コ回接種により有効な抗体価が獲得できていることから、健康成人、妊婦、基礎疾患を有
する方の接種回数は1回 、13歳未満は2回接種とすべきとの意見が得られた。

O第 2回出荷の事務連絡において、必要量のみが医療機関に納入され、納入されたワクチ
ンは確実に接種していただく必要があることから、原則として、返品は認めない旨を明確にし
た。

10F 17R 十

10月 18日 (日 )

O薬 事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会において添付文書の改
訂方針を決定。
・妊娠中は「接種しないことを原則」という表現を削除し、「有益性が危険性を上回る場合に
接種する」と改訂。
・季節性及び新型のインフルエンザワクチンについては、医師が必要と認めた場合には、同
時に接種することができる旨を添付文書に明記

10月 19日 (月 ) ○ 国内産ワクチンの機種開始

ワクチン接種開始
|

0ワ クチン接種開始 (国内産ワクチン)

○ 意見交換会開催【公開】
・国産ワクチンの健康成人への1回接種後の結果について議論。
・健康成人を対象にした今回の結果に基づいて、他のカテゴリーに対して評価することは不
適切、とし、20～50歳代の医療従事者のみ¬回接種とすべき、との意見があつた。

10月 20日 (火 )

Э 国内産ワクチンの機種回数を見直し。
・20代から50代の「新型インフルエンザの診療に直接従事する医療従事者」の接種回数が
原則1回 となつた。

Э 医療現場における10mLバイアル製剤の取扱いを周知徹底するため、医療機関等に当
該製剤にかかる留意事項などを周知。

10 ヨ 1 ヨ

10 ヨ 22日
10 ヨ

'4日
十

101ヨ
10 ■

10月 27日 (火 )
Э 第3回 出荷の事務連絡において、妊婦を対象とした0 5mLシリンジ製剤の出荷を開始
夕ること、その際の留意点等について各都道府県へ連絡。

10 R日

nn日
1日

1 日 1日 日

日 ,日 月



日付 主な出来事 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

11月 6日 (金 ) 04ヽ児の機種開始時期の前倒しを都道府県に依頼。

R

9
1 10

11月 11日 (水 )

O国 内産ワクチンの機種回数を見直し
・健康成人の2回接種後の国内臨床試験結果及び海外の知見等から、健康な成人は1回

接種と決定された。また、妊婦 及び基礎疾患を有する方 への接種については、海外の知見
及び国内の季節性インフルエンザワクチンのデータ等から1回接種とした。妊婦については、
進行中の臨床試験の中間結果より検証することとされた。

日 木

13 日 令

15日
16日 日

11月 17日 (火 )

0第 4回 出荷の事務連絡において、仮にすべての妊婦の方が同製剤の接種を希望した場
合であつても、当面の同製剤の必要量を満たすものと考えられるため、産婦人科等を優先し
た上で、なお余裕がある場合には、他の診療科への流通体制の整備の検討を行うよう依頼。
また、コOmL′ イ`アル製剤については、12月 28日 が最後の出荷となることを連絡。

可

11月 20日 (金 )

O「新型インフルエンザの発生動向 ～医療
従事者向け疫学情報～ver l」 を情報提供。

11月 21日 (土 )
Э 医薬品等安全対策部会安全対策調査会及び新型インフルエンザ予防接種後副反応検
討会 (合同開催)を開催 (11/21、 11/30、 12/13、 1/8)。

,,日 日

,3 → 日

,5日 l

1 26日 l

ヨ

El 十

lFヨ ,9 → Π

11月 30日 (月 )

O医薬品等安全対策部会安全対策調査会及び新型インフルエンザ予防接種後副反応検
討会(合同開催)を開催。

12 2
3 ヨ

12月 4日 (金 )
Э「新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済に関
する特別措置法Jが公布。       ‐

O「新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済に関する特別措置法」が公布。
・厚生労働大臣が行う新型インフルエンザ予防接種による健康被害の迅速な救済を図ると
ともに、必要な海外生産分の輸入を行うため副作用被害等に関する企業への国の損失補償
を実施。

6
7
8日

2 10

2
1,日

12月 13日 (日 )
O医 薬品等安全対策部会安全対策調査会及び新型インフルエンザ予防接種後副反応検
討会 (合同開催)を開催。

12月 14日 (月 )

O:新型インフルエンザ(A/Hl Nl)に係る今後
のサーベイランス体制について(二訂版 )」 を発
出。この改訂により、クラスターサーベイランス
の報告対象施設で、集計に負荷を与えていた
保育所の報告を除いた。入院サーベイランスで
は、報告対象をインフルエンザ様症状を呈する
患者とし、PCR検査については、死亡例又は重
症化した患者のみに限定した。

12月 15日 (火 )

O:新型インフルエンザ (A/Hl Nl)ワ クチン接種の基本方針」を改定
・優先接種対象者以外の者を含め、全国民に対する接種費用負担の軽減措置を可能とす
るように指針を見直し。

12月 16日 (水 )

O国 内産ワクチンの機種回数を見直し
・中高生の国内臨床試験の中間結果を受け、中高生に該当する方は¬回接種の方針とな
り、また妊婦の臨床試験結果から、1回接種で有効であるとの見解が得られた。

,

, 18日 l

2 19日 I

, ,0日 l

, ,1日 日

,7日 IAr



日付 主な出来事 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

12月 24日 (′モ)

O「新型インフルエンザ暫定サーベイランスシ
ステム (卜 NESID)更 改について」を発出。新シ
ステムでのiNESID運 用予定について周知

12月 25日 (金 )

OI新 型インフルエンザの発生動向 ～医療
従事者向け疫学情報～ver 2」 を情報提供。

O 「厚生科学審議会結核感染症分科会予防接種部会」を新たに設置し、開催 (12/25、

1/15、 1/27)
・新型インフルエンザの予防接種法での位置づけや緊急時のワクチンの確保と供給のあり
方等について検討。                          ´

12月 26日 (土 )
０

豊
輸入ワクチンの特例承認について、栗事・食品衛生審議会医薬品第二部会において審

,

12月 28日 (月

O平 成21年 12月 26日 の薬事・食品衛生審議会医薬品第二部会の審議結果についてパブ
リックコメントを実施。
O都 道府県に対し、「管内受託医療機関における在庫状況等の調査について」を発出。

1,F (IAr

1,F 30
1,=

1 目 (令
1 日 , 日 (― ト

1 目

1 目 4
1 日5日
1 ヨ 6 H

1 ヨ

1月 8日 (金 )
○ 医薬品等安全対策部会安全対策調査会及び新型インフルエンザ予防接種後副反応検
討会 (合同開催)を開催。

1 ヨ 9 日 (十
目 10

1月 1

‖ (火
13

日 (末

1月 15日 (金 ) 0ワ クチンの健康成人への機種開始を決定

O薬 事・食品衛生審議会薬事分科会より輸入ワクチンについて特例承認して差し支えない
旨の答申。
(同答申を受けて、①1/20付けで輸入ワクチンの特例承認を行うこと、②健康成人への接層
開始(1/29出荷分以降、都道府県の判断で前倒し可)を決定)

O「厚生科学審議会結核感染症分科会予防接種部会」開催。

1 16 日 十

7日 日

1月 18日 (月 )

O新 システムでのiNESID運 用開始。保健所
からの入力も可能とした。

1日 19日 l■r

1月 20日 (水 )

輸入ワクチン承認

0輸 入ワクチンを特例承認。

1 ヨ

24日 咀
［月 25

日 ,6 J (l■J

月27日 (水〕 ○「厚生科学審議会結核感染症分科会予防接種部会」開催。
日

月 29
日 30 (f
日 ■

`日
l

2
, 3日 (7k

2H5
6

,日 7日
`日

〕

2月 8日 (月 )

O「新型インフルエンザ(A/HlN¬ )ワ クチンの接種に関する事業実施要綱」を一部改正。
(輸入ワクチンの流通等についてを追加 )

○ 都道府県宛事務連絡、「新型インフルエンザA(HlNl)に係る国内産ワクチン第10回出
荷及び輸入ワクチン初回出荷等のお知らせについて」において、原則として、返品は認めな
いが、今後もワクチンの在庫、返品偏在等を防ぎ、機種事業の円滑な運用を行う観点から、
都道府県 受ヽ託医療機関、卸業者が十分調整の上 薬ヽ事法に抵触しないよう窪寝機関閻
の融踊等多炒め f― ^

2月 9日
2月 10日
,月 11日
フロ 1,H 4,)
2月 13日 」ヒ)

2月 14日 I (日 )1

2月 15日 月 )

2月 16日
,日 17日



日付 主な出来事 公衆衛生 サーベイランス 医療体制 ワクチン

2月 18日 (ラオモ)

0都 道府県宛事務連絡、「今後の新型インフルエンザA(Hl Nl)ワクチン出荷等に関するお
知らせについて」において、今後の出荷要望ついては、随時各都道府県から個別の要望を踏
まえて対応することとした。

19日 l

20日 l

錮
25日 i




